
船橋市 企画財政部 政策企画課 

平成３０年１月２９日（月） 

歳出について② 

平成２９年度 第６回船橋市行財政改革推進会議 資料 

資料３ 
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義務的経費 
50.7% 

投資的経費 
15.0% 

その他の経費 
34.3% 

人件費 

17.5% 

扶助費 

26.1% 

公債費 

7.1% 

普通建設事業費 
15.0% 

物件費 

15.1% 

繰出金 

10.7% 

補助費等 

5.3% 

その他 

3.3% 

○義務的経費：支出が義務付けられている任意に削減できない経費。 

職員給与等の人件費、生活保護費等の扶助費、地方債の元利償還金である公債費の合計をい
う。歳出予算に占める義務的経費の割合が高いと財政が硬直化しているということになる。 

 

○投資的経費：各種社会資本整備など、支出の効果が長期にわたる経費。 

これに分類できる経費は、普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費がある。 

平成２８年度船橋市歳出決算（一般会計） 

平成28年度決算額 
2,039億円 

１ 歳出の状況 

１－１  義務的経費と投資的経費とその他の経費 

医療の給付費や生活
保護など福祉や医療
にかかるお金 

公益的な事業に対す
る補助金などにかか

るお金 

光熱水費や施設の管理費
などにかかるお金（臨時職
員の賃金はここに分類） 
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１－２  性質別経費の事業費推移（金額） 

◆扶助費、物件費、補助費等は共に増加傾向にある 

（+93億円） 

（+54億円） 

（+20億円） 

439億円 

532億円 

247億円 

301億円 

88億円 
108億円 

億円 

100億円 

200億円 

300億円 

400億円 

500億円 

600億円 

H24 H25 H26 H27 H28

扶助費 物件費 補助費等 



教育費 

104.2億円 
35% 

衛生費 

92.3億円 
31% 

総務費 

47.9億円 
16% 

土木費 

25.5億円 
8% 

民生費 

22.4億円 

7% 

その他 

9.1億円 

3% 

２ 物件費の状況について 
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２－１ 物件費の内訳（平成28年度決算額）       

◆ 物件費の35％（約104億円）を教育費が、31％（約92億円）を衛生費が、16％
（約48億円）を総務費が占める 

物件費とは・・・ 
光熱水費や施設の管理費などにかかるお金 

物件費 
平成28年度決算額 

301.4億円 

【総務費のうち主な事業】 
・システム関連導入・管理運営費 

事業費：14.7億円（特財：0.4億円 一財：14.3億円） 
・自転車等駐車場管理費 
   事業費：4.0億円（特財：4.0億円） 
・本庁舎施設管理費 
   事業費：5.6億円（特財：0.2億円 一財：5.4億円） 
 

【土木費のうち主な事業】 
・公園施設管理費 
   事業費：6.1億円（一財：6.1億円） 
・公営住宅施設管理費 
   事業費：4.9億円（特財：3.6億円 一財：1.3億円） 
・アンデルセン公園運営費 
   事業費：3.7億円（一財：3.7億円） 
 

【民生費のうち主な事業】 
・老人福祉センター管理運営費 
   事業費：3.4億円（一財：3.4億円） 
・保育所運営費 
   事業費：3.2億円（特財：3.2億円） 
・臨時福祉給付金給付事務費 
   事業費：1.6億円（特財：1.6億円） 
 



学校給食費 

45.1億円 

43% 

小・中・高・特別支援学

校費 

36.4億円 

35% 

社会教育費 

13.1億円 

13% 

体育施設費等 

6.2億円 

6% 

教育総務費 

3.4億円 

3% 
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２－２ 物件費（教育費）の内訳（平成28年度決算額）       

◆ 物件費（教育費）の43％（約45億円）を学校給食費が、35％（約36億円）を小・
中・高・特別支援学校費が、13％（約13億円）を社会教育費が占める 

物件費 
（教育費） 

平成28年度決算額 
104.2億円 

【教育総務費のうち主な事業】 
・事務局諸経費      事業費：1.8億円（一財：1.8億円） 
・教育センター運営費  事業費：0.4億円（一財：0.4億円） 

【体育施設費等のうち主な事業】 
・総合体育館管理費  事業費：2.8億円（一財：2.8億円） 
・運動公園管理運営費  事業費：2.0億円（特財：0.3億円 一財：1.7億円） 

【社会教育費のうち主な事業】 
・公民館施設管理費 事業費：3.4億円（特財：0.9億円 一財：2.5億円） 
・図書館運営費    事業費：2.7億円（特財：0.1億円 一財：2.6億円） 
・埋蔵文化財調査費 事業費：0.9億円（特財：0.3億円 一財：0.6億円） 

【小・中・高・特別支援学校費のうち主な事業】 
・学校施設管理費  事業費：15.0億円（一財：15.0億円） 
・学校運営費      事業費：8.0億円（特財：0.1億円 一財：7.9億円） 
 

【学校給食費のうち主な事業】 
・食材料費       事業費：27.5億円（特財：25.6億円 一財：1.9億円） 
・調理委託       事業費：14.1億円（一財：14.1億円） 
 



清掃費 

48.3億円 

52% 

保健衛生費 

41.9億円 

45% 

保健所費 

1.5億円 

2% 

結核対策費 

0.6億円 

1% 
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２－３ 物件費（衛生費）の内訳（平成28年度決算額）       

◆ 物件費（衛生費）の52％（約48億円）を清掃費が、45％（約42億円）を保健衛生
費が占める 

物件費 
（衛生費） 

平成28年度決算額 
92.3億円 

【保健所費のうち主な事業】 
・保健所施設管理費 
   事業費1.1億円（特財：0.1億円 一財：1.0億円） 
・保健所運営費 
   事業費0.3億円（特財：0.1億円 一財：0.2億円） 

【結核対策費のうち主な事業】 
・個別予防接種費 
   事業費0.4億円（一財：0.4億円） 
・保健所結核予防費 
   事業費0.1億円（一財：0.1億円） 

【保健衛生費のうち主な事業】 
・個別予防接種費 
   事業費15.8億円（一財：15.8億円） 
・妊婦・乳児健康診査費 
   事業費5.0億円（一財：5.0億円） 
・各種がん検診費 
   事業費10.9億円（一財：10.9億円） 
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２－４  清掃費に関する主な事業 

（億円） 

H28決算額 事業費 うち特定財源 うち一般財源 

塵芥収集委託費                       9.0  1.3  7.7  

焼却残渣等運搬処理委託費                  9.0  0.0  9.0  

南部清掃工場塵芥処理費                   7.5  4.2  3.3  

北部清掃工場塵芥処理費                   6.3  6.3  0.0  

分別処理委託費                                                                                                                                        6.3  0.3  6.0  

資源ごみ収集委託費                     4.1  0.0  4.1  

清掃センター塵芥収集費                   0.5  0.0  0.5  

小計 42.7  12.1  30.6  

西浦処理場し尿処理費                    2.4  0.2  2.2  

し尿収集費                                                                                                                                                 1.5  0.3  1.2  

◆ごみの減量を一層進めることができれば、社会保障経費や都市整備等の財源
に回すことが可能 

行革の視点 



民生費 

515.5億円 

97% 

教育費 

12.6億円 

2% 

衛生費 

3.7億円 

1% 

３ 扶助費の状況について 
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３－１ 扶助費の内訳（平成28年度決算額）       

◆ 扶助費の97％（約516億円）を民生費が占める 

扶助費とは・・・ 
医療の給付費や生活保護など、
福祉や医療にかかるお金 

扶助費 
平成28年度決算額 

531.8億円 

【教育費のうち主な事業】 
・私立幼稚園就園奨励費補助金 

  事業費：9.9億円（特財：3.1億円 一財：6.8億円） 
・就学援助費 

  事業費：1.7億円（特財：0.1億円 一財：1.6億円） 

【衛生費のうち主な事業】 
・小児慢性特定疾病医療事業費 

  事業費：1.4億円（特財：0.6億円 一財：0.8億円） 
・特定不妊治療費助成事業費 

  事業費：1.3億円（特財：0.8億円 一財：0.5億円） 
・養育医療給付費 

  事業費：0.3億円（特財：0.2億円 一財：0.1億円） 



児童福祉費 

243.9億円 

47% 

生活保護費 

158.5億円 

31% 

社会福祉費 

109.3億円 

21% 

老人福祉費 

3.8億円 

1% 

扶助費 
（民生費） 

平成28年度決算額 
515.5億円 
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３－２ 扶助費（民生費）の内訳（平成28年度決算額）       

◆扶助費（民生費）の47％（約244億円）を児童福祉費が、31％（158.5億円）を生
活保護費が、21％（約109億円）を社会福祉費が占める 

【老人福祉費のうち主な事業】 
・家族介護用品支給事業費 
   事業費：1.0億円（一財：1.0億円） 
・老人ホーム入所措置費 
   事業費：0.9億円（特財：0.1億円 一財：0.8億円） 
・老人医療扶助費 
   事業費：0.4億円（一財：0.4億円） 

【生活保護費のうち主な事業】 
・医療扶助費 
  事業費：66.6億円（特財：50.3億円 一財：16.3億円） 
・生活扶助費 
  事業費：53.9億円（特財：39.7億円 一財：14.2億円） 
・住宅扶助費 
  事業費：32.1億円（特財：24.1億円 一財：8.0億円） 

【社会福祉費のうち主な事業】 
・介護給付費 
  事業費：37.5億円（特財：28.3億円 一財：9.2億円） 
・臨時福祉給付金 
  事業費：11.8億円（特財：9.0億円 一財：2.8億円） 
・年金生活者等支援臨時福祉給付金 
  事業費：13.2億円（特財：13.2億円） 
・訓練等給付費 
  事業費：19.1億円（特財：14.3億円 一財：4.8億円） 



149.3 151.9 153.0 157.9 158.5 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

H24 H25 H26 H27 H28

生活保護費 
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３－３ 主な扶助費（民生費－児童福祉費・生活保護費・社会福祉費）の推移       

◆ ５年間で、扶助費（民生費）のうち児童福祉費は約36億円、社会福祉費は約45
億円と大きく増加しており、生活保護費も約9億円増加している 

（億円） 

64.0 67.7 
82.4 83.2 

109.3 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

H24 H25 H26 H27 H28

社会福祉費 

207.9 207.9 
222.4 

230.4 
243.9 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

H24 H25 H26 H27 H28

児童福祉費 

（億円） 

扶助費（児童福祉費）の推移 
―決算ベース― 

扶助費（社会福祉費）の推移 
―決算ベース― 

36.0億円 

45.3億円 

（億円） 

扶助費（生活保護費）の推移 
―決算ベース― 

9.2億円 
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３－４  扶助費（民生費－児童福祉費・社会福祉費）の単独事業の推移      

◆単独事業で見ると、 社会福祉費は５年間で約２億円増であるのに対し、 
     児童福祉費は約２７億円の増加と大幅な伸びとなっている 

（億円） 

43.1 
39.1 

47.5 

65.4 
69.7 

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

H24 H25 H26 H27 H28

14.9 15.3 15.5 15.4 16.8 

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

H24 H25 H26 H27 H28

1.9億円 

（億円） 

扶助費（児童福祉費）の推移 
― 単独事業 ― 

扶助費（社会福祉費）の推移 
― 単独事業 ― 

26.6億円 

 
・子ども医療扶助費 
 H24：17.5億円 → H28：22.3億円（＋4.8億円） 
・保育所運営費（管内分） 
 H24：6.0億円 → H28：26.8億円（＋20.8億円） 

 
・重度心身障害者医療扶助費（8.7億円） 
・難病疾患患者扶助費（1.9億円） 
・ねたきり身体障害者等介護手当（0.7億円） 
・障害者日中一時支援事業費（0.7億円） 

伸びている主な事業 主な事業（H28年度決算額） 



児童手当 

101.2億円 

41% 

児童手当以外の 

児童措置費 

50.8億円 

21% 

児童措置費 

152.0億円 

62% 

保育所費 

76.4億円 

31% 

その他 

15.5億円 

7% 
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３－５ 扶助費（民生費－児童福祉費）の内訳（平成28年度決算額）       

◆児童措置費が62％（約152億円）、保育所費が31％（約76億円）を占める 
◆児童措置費のうち41％（約101億円）を児童手当が占める 

【その他のうち主な事業】 
・小規模保育事業費 
  事業費：4.8億円（特財：3.3億円 一財：1.5億円） 
・認定こども園運営費 
  事業費：2.8億円（特財：1.6億円 一財：1.2億円） 
・母子家庭等医療扶助費 
  事業費：1.8億円（特財：0.6億円 一財：1.2億円） 

【児童措置費（児童手当を除く）のうち主な事業】 
・子ども医療扶助費 
  事業費：22.3億円（特財：7.0億円 一財：15.3億円） 
・児童扶養手当 
  事業費：14.3億円（特財：4.8億円 一財：9.5億円） 
・障害児通所等給付費 
  事業費：10.5億円（特財：7.7億円 一財：2.8億円） 

【保育所費のうち主な事業】 
・保育所運営費 
  事業費：65.3億円（特財：46.0億円 一財：19.3億円） 
・保育所施設管理費 
  事業費：1.7億円（一財：1.7億円） 

扶助費（児童福祉費） 
平成28年度決算額 

243.9億円 



20.7 21.1 22.3 

0.0

10.0

20.0

30.0

H26 H27 H28

子ども医療扶助費 

43.4  

46.6  

50.8 

38

40

42

44

46

48

50

52

H26 H27 H28

児童措置費(児童手当を除く) 
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３－６  主な扶助費（民生費－児童福祉費－児童措置費）の推移  

◆児童手当を除く児童措置費は3年間で7.4億円増加し、そのうち障害児通所等
給付費は3年間で5.3億円増加 

（億円） 

扶助費のうち児童福祉費 

（児童手当を除く児童措置費）
の推移 

―決算ベース― 

7.4億円 

1.6億円 

5.2 

7.8 

10.5 

0.0

5.0

10.0

15.0

H26 H27 H28

障害児通所等給付費 

5.3億円 

（億円） 

（億円） 

14.1 14.1 14.3 

0.0

10.0

20.0

H26 H27 H28

児童扶養手当 （億円） 

0.2億円 
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《参考》 子ども医療助成制度について 

《（千葉県）子ども医療費補助の対象》 

【入院】 【通院・調剤】

市町村
独自助成

（小４～中３）

県基準
（０歳～小３）

県基準
（０歳～中３）

県補助：なし 
船橋市Ｈ２８年度決算 約６.７億円 

県補助：保険給付費と自己負担額を除いた
金額の１／２を県が補助 
船橋市Ｈ２８年度決算 約０.８億円 

《近隣自治体の状況》 

市町村名 

助成の対象年齢 自己負担額 所得制限 

入院 通院 乳幼児 小学生以上 乳幼児 小学生以上 

船橋市 中学校３年生まで ０円又は３００円 なし 

市川市 中学校３年生まで ０円又は３００円  なし あり 

柏市 中学校３年生まで ０円又は３００円 なし 
小１～小３：なし 
通院小４以上：あり 

松戸市 中学校３年生まで ０円又は２００円 なし 

（参考） 
千葉県 
補助基準 

中学校３年生 
まで 

小学校３年生 
まで 

０円又は３００円 あり 



61.6 

67.3 

76.4 
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保育所費 
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３－７  主な扶助費（民生費－児童福祉費－保育所費）の推移  

◆保育所費は３年間で約１５億円増加し、その大部分を保育所運営費（管内）が   
  占める 

（億円） 

扶助費のうち児童福祉費 
（保育所費）の推移 

―決算ベース― 

14.8億円 

50.1 
56.8 

65.2 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

H26 H27 H28

保育所運営費（管内分） （億円） 

15.1億円 

1.4 
1.7 1.7 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

H26 H27 H28

保育所施設管理費 （億円） 0.3億円 

（参考）3年間で減少した主な経費 
・臨時職員賃金 ▲0.3億円 
・保育所運営費（政策経費） ▲0.2億円 



民生費 

50.9億円 
47% 

衛生費 

28.2億円 
26% 

総務費 

12.3億円 
12% 

その他 

16.4億円 
15% 

４ 補助費等の状況について 
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４－１ 補助費等の内訳と推移      

民生費が約１．７倍 
に伸びている 

◆ 

◆民生費が47％（約51億円）を占め、次いで衛生費が26％（約28億円）を占める 
◆民生費と衛生費で全体の約73％（約79.1億円）を占める 

【総務費のうち主な事業】 
・税収入返還金 
  事業費：4.3億円（一財：4.3億円） 

・防犯灯維持管理費補助金 
  事業費： 1.6 億円（一財：1.6億円） 

・個人番号カード交付事業費 
   事業費： 1.0 億円（特財：1.0億円） 

【衛生費のうち主な事業】 
・病院事業会計負担金 
   事業費：20.0億円（一財：20.0億円） 
・四市複合事務組合斎場分分賦金 
   事業費： 5.2 億円（一財：5.2億円） 
・有価物回収助成金 
   事業費： 1.1億円（一財：1.1億円） 
 

【その他のうち主な事業】 
・私立幼稚園就園児補助金 
  事業費：3.9億円（一財：3.9億円） 

・中小企業融資利子補給金 
   事業費： 1.5億円（一財：1.5億円） 

・地方卸売市場事業会計補助金 
   事業費： 1.1億円（一財： 1.1億円） 

・私立幼稚園運営費補助金 
   事業費： 1.0億円（一財： 1.0億円） 

補助費等 
平成28年度決算額 

107.8億円 
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29.8億円 

38.9億円 
36.6億円 

44.5億円 

50.9億円 

25.1億円 
22.8億円 

26.4億円 
25.2億円 

28.2億円 

12.1億円 11.6億円 
12.8億円 

16.2億円 

12.3億円 
8.4億円 

8.0億円 8.6億円 
8.4億円 

8.2億円 
8.0億円 

5.8億円 6.3億円 

10.1億円 

4.5億円 4.6億円 3.8億円 3.7億円 3.8億円 
3.7億円 

0.0億円 

10.0億円 

20.0億円 

30.0億円 

40.0億円 

50.0億円 

60.0億円 

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

民生費 衛生費 総務費 教育費 商工費 その他 

４－２ 補助費等推移（款別）       

◆民生費が5年間で約21億円増加 

（＋21.1億円） 

（＋3.1億円） 

四市複合事務組合斎場分分賦金 
H24：1.6億円 → H28：5.2億円 
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４－３ 補助費等（民生費）の内訳（平成28年度決算額）       

◆補助費等（民生費）のうち75％（38.4億円）を児童福祉費が占める 

【社会福祉費のうち主な事業】 
・民生委員活動費 
   事業費： 0.9億円（一財： 0.9億円） 
・社会福祉協議会活動促進事業補助金 
   事業費： 0.8億円（一財：0.8億円） 
・社会福祉協議会助成交付金 
   事業費： 0.8億円（一財：0.8億円） 

 
 

 

【老人福祉費のうち主な事業】 
・軽費老人ホームサービス提供費補助金 
   事業費： 2.2億円（一財： 2.2億円） 
・敬老行事交付金 
   事業費： 1.3億円（一財： 1.3億円） 
・敬老行事事業費 
   事業費： 1.0億円（一財： 1.0億円） 
 
 
 
 

社会福祉費 

5.6億円  

11% 

老人福祉費 

6.5億円  

13% 

児童福祉費 

38.4億円  

75% 

その他 

0.4億円  

1% 

補助費等 
（民生費） 

平成28年度決算額 
50.9億円 



保育所費 

29.1億円  

76% 

その他 

9.3億円  
24% 
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４－４ 補助費等（民生費－児童福祉費）の内訳（平成28年度決算額）       

◆補助費等（民生費―児童福祉費）のうち76％（約29億円）を保育所費が占める 

補助費等 
（児童福祉費） 

平成28年度決算額 
38.4億円 

【保育所費のうち主な事業】 
・保育所運営費補助金 

事業費：22.6億円（特財：1.1億円 一財：21.5億円） 
・保育所施設整備費補助金 
   事業費：4.3億円（特財：1.8億円 一財：2.5億円） 
・保育所運営費 
   事業費：0.9億円（特財：0.4億円 一財： 0.5億円） 

【保育所費以外のうち主な事業】 
・一時預かり事業費 
   事業費： 2.6億円（特財：0.9億円 一財： 1.7億円） 
・認証保育所運営費補助金 
   事業費： 2.2億円（一財： 2.2億円） 
・認定こども園運営費補助金 
   事業費： 0.9億円（一財： 0.9億円） 
 
 
 



15.2億円 16.4億円 
20.8億円 

17.8億円 

22.6億円 

2.9億円 

4.3億円 

18.5億円 

20.8億円 

25.2億円 

30.9億円 

38.4億円 

0.0億円 

5.0億円 

10.0億円 

15.0億円 

20.0億円 

25.0億円 

30.0億円 

35.0億円 

40.0億円 

H24 H25 H26 H27 H28

保育所運営費補助金 保育所施設整備費補助金 保育所建物賃借料補助金 保育所土地賃借料補助金 その他 
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４－５ 補助費等（民生費－児童福祉費）の推移    －伸びている主な事業別－       

◆児童福祉費が5年間で2倍以上（約20億円）伸びている 
◆伸びている主な事業は保育所運営費補助金の7.4億円と保育所施設整備費 
   補助金の4.3億円 

19.9億円 
（2倍以上） 

 
・保育所運営費補助金     H24：15.2億円 → H28：22.6億円（＋7.4億円） 
・保育所施設整備費補助金  H24：0.0億円 → H28：4.3億円（＋4.3億円） ※H27～の事業 

・保育所建物賃借料補助金  H24：0.2億円 → H28：0.9億円（＋0.7億円） 
・保育所土地賃借料補助金  H24：0.1億円 → H28：0.4億円（＋0.3億円） 

伸びている主な事業 
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５ 補助金等に係る主な市単独事業（平成２９年度） 

事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

防犯施設設置費補助金 自治振興課 町会自治会に対し防犯灯の設置費用の一部又は全部を補助する。 241,000  

防犯灯維持管理費補助金 自治振興課 町会自治会に対し防犯灯の電気料金と管理費を補助する。 138,000  

町会自治会館設置費補助金 自治振興課 町会自治会館の新築・修繕等を行う場合、費用の一部を補助する。 68,170  

東葉高速鉄道（株）利子補給
金 

政策企画課 
（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が利子の一部の支払いを猶予することにより、新
たに調達が必要となる資金に係る利子を補給する。 

57,493  

町会自治会館維持管理費補
助金 

自治振興課 町会自治会館の光熱水費・電話基本料金・火災保険料の一部を補助する。 12,054  

自主防災組織補助金 危機管理課 自主防災組織等が、防災資機材を整備する場合に費用の一部を補助する。 11,600  

１ 総務費 
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事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

老人福祉施設整備費補助
金 

高齢者福祉課 
市内の既存老人福祉施設を改修又は市内に特別養護老人ホームを設置する社会福祉
法人に対しその経費の一部を補助する。 

407,000  

認証保育所運営費補助金 保育認定課 
認可外保育施設のうち、一定の基準を満たした施設を認証保育所として認定し、運営費
の補助をする。 

226,759  

軽費老人ホームサービス提
供費補助金 

高齢者福祉課 
社会福祉法人が設置する軽費老人ホームの運営に要する費用のうち、入所者から徴収
すべきサービス提供費の一部を減免した経費に対して助成する。 

223,480  

保育所施設整備事業資金
償還元金補助金・利子補給
金 

子ども政策課 
私立保育所の整備を行う社会福祉法人が、（独）福祉医療機構からの借入金を償還する
際に、元金・利子の一部を補助する。 

190,595  

難病疾患患者扶助費 保健所総務課 原因が不明で治療方法が確立していない難病を罹っている方に援助金を支給する。 186,800  

保育所建物賃借料補助金 子ども政策課 
建物を賃借し新設保育所及び分園を設置する際にかかる賃借料について、公定価格の
賃借料加算額を除いた額を補助する。 

126,634  

敬老行事事業費 高齢者福祉課 ７７歳、８８歳、９９歳及び１００歳以上の方に記念品購入券を贈呈する。 122,168  

心身障害児福祉手当扶助
費 

障害福祉課 
在宅で２０歳未満の知的障害者と判定された児童または身体障害者手帳１～３級を所持
する心身障害児の保護者に対し手当を支給する。 

116,000  

認可外保育施設通園児補
助金 

保育認定課 
労働又は疾病等により自ら監護すべき児童の養育を認可外保育施設に依頼する者に対
し費用の一部を助成する。 

109,560  

認証保育所通園児補助金 保育認定課 認証保育所に通園する者の保育料の一部を助成する。 106,140  

心身障害児援護施設運営
費補助金 

療育支援課 
市内に設置されている民間（社会福祉法人・ＮＰＯ法人）が運営する障害児通所施設に対
し、補助金を交付する。 

103,424  

２ 民生費 
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事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

福祉サービス公社補助金 高齢者福祉課 
（公財）船橋市福祉サービス公社が、多様な福祉ニーズに応じたきめ細やかなサービス
を提供するために行う総合的な福祉事業に要する経費に対し、補助金を交付する。 

96,427  

社会福祉協議会活動促進
事業補助金 

地域福祉課 地区社会福祉協議会の各種事業に対して、財政的な支援を行う。 95,804  

ねたきり身体障害者等介護
手当 

障害福祉課 在宅のねたきり障害者等の介護者に手当を支給する。 76,647  

心身障害者援護施設運営
費補助金 

障害福祉課 
船橋市援護者が利用する社会福祉施設を設置している事業者に対し運営費等を補助す
る。 

74,641  

共同生活援助等支援事業
費 

障害福祉課 
グループホームの運営の安定を図ることに加え、グループホーム及び生活ホームの入居
者の家賃やスプリンクラー設置に対して補助する。 

63,800  

心身障害者援護施設整備
事業資金償還元金補助金・
利子補給金 

障害福祉課 
市内に社会福祉施設を設置している社会福祉法人が社会福祉施設の整備事業に必要
な資金の融資を（独）福祉医療機構から受けた場合において、その償還元金・利子の一
部を補助する。 

49,680  

高齢者福祉タクシー事業費 高齢者福祉課 
要介護高齢者等の外出を支援するため、福祉タクシー乗車券を交付し、要支援2・要介護
1～5の認定者がタクシーを利用した場合に運賃の半額（1,200円上限）を助成する。 

48,110  

母子家庭等高等学校等修
学援助金 

児童家庭課 高校生を扶養しているひとり親家庭等の保護者に対し、修学援助金を支給する。 43,910  

社会福祉施設等耐震化等
整備費補助金 

障害福祉課 
平成２７年３月３１日までに指定を受けた市内の既存グループホームに対し、スプリンク
ラー整備に係る整備費の一部を補助する。 

38,551  

保育所土地賃借料補助金 子ども政策課 
土地を賃借し新設保育所及び分園を設置する私立保育所等について、土地賃借料の一
部を補助する。 

37,194  

遺児手当 児童家庭課 
父母又は父若しくは母と死別した義務教育修了前の児童を養育している人に対して手当
を支給する。 

33,565  
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事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

障害者施設等通所交通費
助成金 

障害福祉課 
障害者等が障害者施設等に通所する場合、またその介護者が付き添って通所している
場合にその費用の一部を助成する。 

29,788  

民間老人福祉施設職員設
置費補助金 

高齢者福祉課 
市内の民間高齢者福祉施設(養護老人ホーム及び軽費老人ホーム)において、基準を上
回って職員を配置しているものに対し、当該職員配置に要する経費を補助する。 

29,531  

はり・きゅう・マッサージ等施
術費扶助費 

高齢者福祉課 
はり・きゅう・マッサージ等費用助成券（1枚につき1,000円を助成）を①70歳以上の住民税
非課税者、②老々世帯で要介護2以上の高齢者を介護する家族、③総合事業等の介護
予防事業に規定回数参加した高齢者に交付する。 

22,700  

認定こども園施設整備事業
資金償還元金補助金・利子
補給金 

子ども政策課 
幼保連携型認定こども園の施設整備を行う社会福祉法人又は学校法人が、その整備資
金として（独）福祉医療機構又は日本私立学校振興・共済事業団からの借入金を償還す
る際に、元金・利子の一部を補助する。 

16,331  

障害者グループホーム移転
改修費補助金 

障害福祉課 

平成２７年３月３１日までに指定を受けた市内の既存グループホームのうち、法的義務に
よるスプリンクラー等の設置ができず、移転を余儀なくされる事業所において、移転先と
なる既存建築物を改修し、グループホームへの転用を図るものに対し、整備費の一部を
補助する。 

15,000  

心身障害者福祉作業所運
営費補助金 

障害福祉課 
心身障害者福祉作業所を設置する法人に対し、心身障害者福祉作業所運営費補助金を
交付する。 

12,526  

老人福祉施設整備事業資
金償還元金補助金・利子補
給金 

高齢者福祉課 
社会福祉法人が特別養護老人ホーム等を建設する際に、（独）福祉医療機構から借り入
れた施設整備資金にかかる償還元金・利子の一部を助成する。 

12,262  

ひとり暮らし高齢者入浴料
扶助費 

高齢者福祉課 
65歳以上のひとり暮らしの方を対象に、市内の公衆浴場（一部市外）を、月3回の「風呂の
日」に自己負担100円で利用できる入浴助成券を交付する。 

11,968  

ひとり暮らし高齢者等見守り
活動支援事業費 

高齢者福祉課 
ひとり暮らし高齢者等が安心して暮らしていけるよう、定期的な安否の確認や見守り・緊
急時対応の体制づくりを、自治会等が実施した場合に補助金を交付する。 
 

10,570  
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事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

中小企業勤労者福祉サービ
スセンター補助金 

商工振興課 
（公財）中小企業勤労者福祉サービスセンターの管理運営費と事業費の一部について補
助を行う。 

59,383  

雇用促進奨励金 商工振興課 市内に居住する高年齢者又は障害者を雇用する事業主に対し、奨励金を交付する。 16,740  

若者就労支援事業費 商工振興課 ジョブカフェちばで実施する就業支援事業に対し補助する。 10,000  

４ 労働費 

事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

有価物回収助成金 クリーン推進課 有価物回収業者に補助金を交付する。 120,790  

３ 衛生費 

事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

密漁防止対策事業費補助
金 

農水産課 密漁防止対策にかかる事業に対して補助する。 22,015  

農産物ブランド推進事業費 農水産課 
船橋のなし等の認知度を図るため、市内外及び県外で強くPRし、生産地としての船橋の
イメージアップを図り、船橋の農業を振興する。 

12,032  

５ 農林水産業費 
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事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

公共交通不便地域解消事業
補助金 

道路計画課 乗合事業者が地域の要請により行う運行事業について、補助金を交付する。 51,737  

環境整備費 河川整備課 自治会、組合等の団体が実施する排水等工事に係る経費を補助する。 33,345 

鉄道施設耐震対策事業費補
助金 

道路計画課 
主要駅や高架橋等の耐震対策を行う鉄道事業者に対し、国の制度に準拠し補助金を交
付する。 

35,628  

７ 土木費 

事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

地方卸売市場事業会計補助
金 

商工振興課 地方卸売市場事業会計に対し補助する。 237,000  

中小企業融資利子補給金 商工振興課 
市融資制度の資金または日本政策金融公庫の特定の資金を借受けた市内中小企業の
利子の一部を補給する。 

182,590  

立地等企業促進事業補助金 商工振興課 
企業の工場等の新規立地、既存企業の工場設備投資等の再投資、及びこれらに付随し
た雇用拡大に対し、固定資産税（家屋分）等の税相当額の補助金を交付する。 

67,604  

共同ビジネスマッチング事業
費 

商工振興課 
本市の商工業のプラットホームとなる企業データベースを構築し、船橋商工会議所に配
置する選任コーディネーターがこのデータを活用し、ビジネスマッチングを行うことで、産
業振興を図る。 

17,600  

商業環境施設維持管理費補
助金 

商工振興課 商店街街路灯の電気料等維持管理に係る経費の一部を補助する。 13,612  

６ 商工費 
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事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

緑地保全助成金 公園緑地課 指定樹林等の所有者に対して維持管理に要する費用の一部を助成する。 21,523  

住宅改修支援事業費 住宅政策課 バリアフリー化等に要する工事費用の一部を助成する。 15,000  

近居同居支援事業費 住宅政策課 
離れて暮らす親世帯・子世帯が近居または同居するために係る初期費用の一部を補助
する。 

11,500  

バス停留所施設整備事業補
助金 

道路計画課 バス停留所施設である上屋及びベンチの設置を行うバス事業者に補助金を交付する。 10,000  

事業名 所管課 事業説明 
予算額 
（千円） 

私立幼稚園就園児補助金 学務課 就園児の保護者負担を軽減するため助成する。 368,680  

私立幼稚園運営費補助金 学務課 私立幼稚園の設置者に対し、運営費補助金を交付する。 105,670  

対外行事参加費補助金 保健体育課 
市教育委員会が主催する体育大会に参加した児童・生徒が在籍する小・中学校に対し、
交通費等の経費の一部を補助する。 

19,000  

学校文化体育振興補助金 市立高校 
部活動において県代表として関東大会・全国大会に出場する部に対して参加料・交通費・
宿泊費の一部を補助する。 

12,000  

体育協会事業費補助金 生涯スポーツ課 
市体育協会に加盟する団体が大会及び講習会等を開催する場合に、その経費の一部を
補助する。 

10,000  

８ 教育費 


